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租税政策における公平性
一 個人所得税の,法 人税 との接点における問題点一
西 野 萬 里
1は じ め に
本稿は個人 レベルでの税負担の公平について,現行の所得税の問題点を検討
しようとするものであるが,と くに所得税制と法人税制との接点に位置する配 ,
当所得およびキャピタル・ゲインを中心にして考察してゆきたいと考えている。
租税負担の公平を問う場合,水平的公平とともに垂直的公平が重要な指標と
なるのは言うまでもないことであるが,累進的税率をもつ個人所得税はこの垂
直的公平の要請によく応えうる税としてユニークな存在である。
わが国の所得税は,か なり低い課税最低限からはじまって小きざみに税率が
上昇し,比較的低い所得階層で限界実効税率が急上昇するとい う特徴をもつ。
とはいえ,10%から75%にわたる税率構造は一見してかなり高い累進性をも⇔
ている。
ところがこのような高度の累進構造から期待される垂直的公平の効果は,事
実上いくつかの要因によって弱められている。
一つは,所得税体系自体の在 り方による累進構造の内部からの浸蝕であ り,
もう一つは税負担が非累進的ないし逆進的効果をもつ他の租税による外部から
の浸蝕である。ω
より基本的要因としての内部からの浸蝕は,主 として所得税率構造の歪み②
と特定所得の差別課税によって行われている6・このうち後者は,わが国では財
産的所得の優遇的取扱いに通じ,・所得税のもつ垂直的公平の効果に重大なマイ
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ナスの影響を与えてい るもの とみ られ る。
本稿では この よ うな視点か ら特定所得の差別課税 に よる累進構造 の浸蝕を と
りあげ るが,そ の際,法 人税制 とのかかわ りか ら差別課税を導入 して いる配当
所得 を申心に考察 してゆ きたい と考えてい る。また,よ り公平 な個人所得税制
の在 り方 を模索す る手がか りとして,カ ナ ダのカーター ・コ ミッシ ョンに よる
所得税 と法人税 との統 合 プランを検討 し,そ のわが国への適用がい かな る効果
を もつか を吟味 してみたい と思 う。
(1)ア ドラー とシ ュ レジ ソガ ーsコ ソ ラッ ド,ギ レス ピ,等 の実 証研 究 に よれ ば,所 得
　
税の累進性にもかかわ らず,消 費税や固定資産税等の逆進性に よって,所 得階層別
の租税帰着は概 してU字 型を示 し,低 所得階層の 負担率 は非 常に高 くなっている。
もちろん,垂 直的公平は本来的な意味でぱ,こ れ らのあ らゆる租税や 政 府 支 出の
効果を も考慮 に入れて,純 便益の帰着について問われ るべ きで あるが,こ こでは
　 コ 　
税 負 担 の 側 面 の み に 注 目 し た 。 じ か し こ れ 以 上 は 立 ち 入 ら な い 。J.H.Adler&
E.R.Schlesinger,TheFiscalSystem,theDistributionofIncomeandPublic
Welfare,K.E.Pooleed.,FiscalPoliciesandtheAinericariEconomy,1951,
PP.359-421.A.H.Conrad,RedistributionthroUghGovernmentBudgetin
theUnitedStates,A.T.Peacocked.,」rnco7neRedistrib'utionandSocial
Policy,1954,pp.178-268.高橋 長 太 郎 監 訳 『所 得 再 配 分 と 社 会 政 策 』pp.186-
277.W.1.Gillespie,EffectsofPublicExpendituresontheDistributionof
Income,R.A、Musgraveed.,Essαys仇FiscalFederαlism,1965,pp.122-
t186.
(2)村 上 教 授 に よ れ ば マ ス グ レ ー ヴ=シ ン の い わ ゆ る 平 均 税 率 累 進 一 平 均 税 率 が 所
得規模の増大につれて上昇する齢 借 一鮭)/停 γω 一 は・階層間の
平均税率上昇の勾配 として とらえ られ るが,わ が国の場合,低 所得層か ら中所得層
にかけて急勾配で上昇.し,高所得層に近づ くにつれて緩やかになるとい う。
・た冷 担率難 一 所得の増加率に対する租税負担額の増加率 誓/讐 一
鐙/吾 一 は・卵 酬 層から中所得F皆働・かけ螺 醒 がもっとも高くな・
ているとい う。 これ らのことは,所 得税率の累進構造 自体の中に,す でに垂直的公
平の効果を歪めるメカニズムが組み込 まれ ているこ とを示唆す るものと考え られよ
う。 しか し,こ の問題の考察は別稿 にゆずる。村上雅子 「財政に よる所得再分酷
昭和28～39年」 藤野正三郎 ・宇 田ハi璋仁編 『経済成長 と財政 金 融 政 策』1967年,
PP.252-257.R、A.Musgrave&T.Thin,IncomeTaxProgression1928--48・
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10uγnalOf,PoliticalEconomy,Dec.1948.
‖ 個人所得課税の問題点
(D
まずわが国の所得税制全般の問題点を把握しておこう。所得課税においては
いかなる 「所得概念」をとるかが重要な問題であるが,現在までのところ純資
産ないし経済力の増加(accreti・n)を課税標準とする考え方が支配的である。(3)
現在多くの国にみられる所得税は,水平的公平の観点からこの所得概念に対
応する種々の所得を包括 して課税標準とし,これに垂直的公平の観点から累進
税率と所得種類別の差別課税とを導入している。
わが国の所得税もほぼ同じ立場から総合所得の累進課税を原則としている。
その所得種類は,利子所得,配当所得,不動産所得,事業所得,給与所得,退
職所得,山林所得,譲渡所得,一・時所得,雑所得の10種類にのぼる。このうち
のほぼ全体に複雑 ・多岐な差別課税が行われ,原則が大幅に歪められているの
が実情といえる。④
(2)
差別課税は本来,担税力の差異を配慮して導入されるべきものであるが,わ
が国の場合には,所得の異なる経済的性格を恣意的に区別 して,資産所得の優
遇に逆用されている傾向が強いように思われる。そ うだとすればこれは所得税
の累進効果を浸蝕するものといわなければならない。そこでわが国の税制にお
ける諸所得の取扱いの実情をみてみよう。
まず,税法は山林所得と退職所得を総合課税の対象から除外し,それぞれ独
立の課税標準としている。前者は長期間のIU林管理の結果得られた報酬という
性格をもち,後者は長期間にわたる勤続報償的給与,給与の後払いまたは退職
後の生活保障という性格をもつ。このような非経常的 ・一時的所得を他の所得
と総合して累進課税に従わせるのは,水平的公平の観点から妥当でないとみな
され,独立のタックス ・ベイスとして取扱われているのであろう。
その他の8種類の所得は原則として総所得に合算され,累進課税の対象とな
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る。 ところが こ こに もまた多 くの差別的規定や措置が入 り込 んで くる。 まず譲
渡所得の うち,株 式保有 に基づいて発生 した所得一 株式の キ ャピタル ・ゲイ
ンは,「 有価証券譲渡所 得非課税措置」に よって総合課税の タ ックス ・ベイス
か らはず され るばか りでな く免税扱い とな ってい る。 この措置の導 入 の 理 由
　 　 　 　 　
は,こ の種 の所 得の捕捉 が困難であ り,そ の結果不 公平の危険のあ ること,資
本 蓄積 の促進上課税が 妥当でない ことな どであ るとされてい る。㈲
また,租 税特 別措置法 は,土 地 ・建物についての長期お よび短 期譲渡 所得の
分離課税(昭 和49,50年分は,それぞれ20%,40%。ただし長期譲渡所得につ い て は
100万円の特別控除がある)を認 めてい る。そ して さらに,利子所得,配当所得には
も
資本蓄積や貯蓄 の奨励 な どの名 目で分 離課税選択制度(源 泉分離選 択 税率は昭和
50年分までともに25%)が導入 され ると ともに確定 申告不要制度(昭 和49年改正で
1銘柄10万円)も 創設 され てい る。
(3)
この よ うな総合課税の原 則の不合理 な切 りくず しは,課 税標準 か ら必要経費
を垂蔭する際の差別的取扱いによってさらに進められてゆく。配当所得 ・不動
産所得 ・事業所得 ・譲渡所得 ・一時所得 ・山林所得 ・雑所得あ課税標準はそれ
　 　 ロ 　
それの必要 経費を控除 した残額 で ある。
配当所得 では,株 式等 の元本 の取得 に要 した負債 利子が必要 経 費 と みなさ
れ,譲 渡 ・山林所得 では資産の取 得原価が さらに控除 され る。また,総 所得金
額 に合算 され る場合,長 期譲渡所得(既 述の土地 ・建物などの譲渡所得以外で,総
合課税される所得)お よび一時所 得 ・山林所得は,一 定額の特別控 除の後,2分
の1の 金額 のみが対 象 とな る。
ところで給与所得 には,必 要経費 の概算的控除 として給与所得控除制度(昭
和49年改正で,定 額控除152,500円,定額控除後100万円以下の20%から最高600万円で
4%までが控除される)が あ るが,事 業所 得な どにみ られ るよ うな実額 の控除は
許 され ていないピ この制度 は,も ともと給与所得が,資 産所得や事業所得に比
較 して,担 税 力が小 さ く不安定で ある点 を考慮 して導入 された といわれ ている
が,労 働所得 ・勤 労所 得の大 きな割合が,労 働力 の再生産に必要な生活費ない
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し家事関連費に費されているという事実を十分勘酌しているとは思われない。
生活費 ・家事関連費を必要経費とみなすか否かの検討は別の機会に譲らなけれ
ばならないが,他の所得の必要経費の容認の範囲を給与所得のそれと比較する
なら,両者の間にはかなりのアンバランスが存在することは明らかである。⑥
また,税法上の給与所得には,賃金 ・俸給 ・給料 ・年金 ・恩給 ・賞与等が網
羅され,労働所得 ・勤労所得とともに利潤の分配分としての会社役員 ・経営者
等の報酬が含まれている。このような全く性格を異にする所得を,給与所得と
して一括してとらえ,課税上等しい取扱いの下に置くことも,担税力からみて
公平とはいえないであろう。
(4)
最後に総所得金額における損益通算制度をみておこう。 まず経常所得(ここ
では,不動産・事業・給与・雑所得)のいずれかに損失が発生 した場合,他 から
控除でき,特別所得(ここでは譲渡所得・一時所得)の損失は譲渡所得 の損失の
みが控除できる。さらに,経常所得で控除しきれない損失,お よび特別所得の
それは互いに他方から控除できることになっている。
この制度の利用は事実上,給 与所得以外の所得に限定されるであろう。なぜ
なら,給与所得控除制度の下では必要経費が低額に限定され,損失の発生はあ
りえないことになるからである。したがって給与所得は,必要経費の取扱いや
損益通算制度の側面からみて,他の所得に比較 して総合累進課税の原則にもっ
とも忠実に従 うものといえよう。
かくして以上の考察から,わが国の所得税の総合累進構造の有効性は,資産
所得を中心とする特定所得の非課税,半額課税,分離課税に加えて,差別的な
経費控除および損益通算制度を通じての課税標準の縮小によって著しく損われ
てきていると判断できよう。したがって所得税の名'目上の高い累進税率は,所
得中に占める資産所得の比重が大きい高所得階層において,事実上かな り引き
下げられているのに等しい。このことは高所得階層の優遇を意味し,所得税の
志向する税負担の垂直的公平ないし所得再分配からの離反を意味する。
次章ではこれらの問題のうち,非課税の対象となっているキャピタル ・ゲイ
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ンと,分 離課税 ない し特別の控除制度 を伴 って総合課税 され る配 当所得 を とり
上 げて,そ こにいかな る不公平 と不 合理 が存在 し,所 得 税の累進税率構 造をゆ
が めているか を もう少 し立 ち入 って考察す る。
(3)この立場 では一定期間中のすぺての貨幣的および非 貨幣的財貨 ・サー ビスの純増
が包括的に とらえられ,課 税標準 とされ る。マス グレーヴは,こ れ を一定期間の消
費 プラス純資産 の増加 としてとらえ,賃 金,利 潤,そ の他の要素所得 も,遺 産,贈
タ
与,な どの振 替所 得 も,定 期 所 得,不 定 期 所得 も,予 期 され る所得 また は 事 業所得
も,予 期 され ない 所 得 も,あ らゆ る増 加 分 を網 羅 して い る。R.A・Musgrave,The
TheoryofPublicFinance,1959,pp.164-171・木 下 和 夫監 訳 『財政 理 論』1巻,
、
246-255頁。
〈4)わが 国 が この よ うな現 状 に い た るまで の プ ロセ スに つ い ては 林 栄 夫 『戦 後 日本の
租税 構 造』1968年を 参照 され た い 。
(5)税制 調 査 会 『当面 の税 制改 正 に輿 す る答 申』 昭和35年,365～366頁。
(6)こ の問 題 に つ いて は,た とえ ば谷 山治 雄 『n本 の税 法』1967年,206-216頁な ど
を 参照 。
皿 配当およびキャ ピタル ・ゲイン課税の 問題点
(1)
本節では配当所得と有価証券譲渡所得とに対する課税の在 り方とその効果を
考察し,問題点を明らかにしてみたい。
二つの所得はともに株式所有を通じて取得される所得で,法人利潤を源泉な
いし背景として発生する。したがって株主と法人との関係如何によって課税関
係も異なってくる。
通常,法人利潤の一部は株主に配当として分配され,そ の残余は未分配利潤
として法人企業内に留保される。これらへの課税は,法人実在説の立場では・
分配前の法人利潤段階で,法人利潤全額に課税し,配当後,こ れと独立に個人
所得段階で受取配当を他の所得と総合して課税すればよいとされている。
ところが法人を個人の単なる集合体とみ,究極的には法人利潤が個人株主に
帰属するとみる法人擬制説の立場では,上の課税法を二重課税としてとらえ・
(447)租 税政策における公平性47
その調整 を認 めてい る。それは法人税 を個人所得税 の源泉徴収 とみ るか らに他
な らない。わが国 もこの立場 に立つか らその調整の理論的在 り方 を み て お こ
う。
二重課税 の調整法は,1965年の税制 改正以前のいわゆ るイギ リス方式が典型
ゆ 　 　 　
的であ る。す なわち,個 人所 得税の課税 に際 して,法 人税込 の受取配 当額を 他
の所得 に合 算 し,こ れを課税標 準 として算 出 した所得税額か ら,法 人税額が控
除され る方式 であ る。(7)
この よ うないわ ゆ るイギ リス方式に よる調整 は,法 人利潤全額配 当を前 提 と
し,追 加納税 お よび還付 を伴 うか ぎ り,有 効な調整 とい える。 しか しなが ら法
人企業 内に留 保利潤が存在す る場合には,こ れ は配当についてだけの部分 的調
整にす ぎな くな る。法人利潤が究極的に個人株 主に帰属す るも の と 考 え るな
ら,未 分配利潤 は配 当の延期 された形態 といえ るか ら,配 当と同様に個人所得
税率に従 う調整 を必要 とす る。 この要請 に沿 う課税法は配当 とともに留保を個
人所得に帰属計算 して個人所得税率に従 わせる方法 である。⑧ 後に み る カー
ター ・統 合 プ ランもその一つの形態 であ る。
もう一 つの課税法 は,留 保利 潤へ の課税 を。 ア メ リカや シャウプ勧告直後 の
日本にみ られ る よ うに,キ ャピタル ・ゲイ ン課税 で代替 させる方法 である。一一
般に留保利潤の増大は,企 業の機能 資本 への追加 となって利 潤 の 増 大に寄与
し,一株 当 りの利潤量を増加 させ ると期待 され るか ら,株 価 の上昇に反映 され
るであろ う。 ・
また配 当部分 も,通 常,配 当期には株式価格の上昇に反映 され るといえ る。
したが って これ らの部分 は,株 式 の売却 ない し譲渡を通 じてキ ャピタル ・ゲイ
ンに転形 して取得 しうる。そ こで このよ うに受取配当 とな らずに キ ャピタル ・
ゲイ ン化 された未分 配利潤や 配当部分 は,キ ャピタル ・ゲイ ン税に よって有効
に捕捉 され るであろ う。
ただ,こ の税が実現 キ ャ ピタル ・ゲイ ソのみを対象 とす る場合には,実 現時
点まで課税 が行わ れず,そ れ は結局,個 人所得税の納税延期 と等 しい。そ こで
留保利潤 に対 しては利 子付加 税の よ うな課税が毎年行われる必要 が あ る だ ろ
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う。(9)
以上が法 人擬制説を貫徹す る場合に理論上必要 な調整 の方 法で あるが,現 実
のわ が国の在 り方は どの よ うであ ろ うか。
(2)
わ が国の税 制は シャ ウプ勧告以来,法 人擬制説 の立場 を とって きてい る。 し
か し前 節でみたいずれの 「調整」方法 とも異 なる独 自の制度 を とって い る。
現在 の ところ,法 人税率は留保分につ き40%(49年5月以降。軽減税率は28%),
配当分につ き30%(50年4月30日までの分は28%。軽減税率は22%)であ る。 配 当
課税 は,法 人が受取 る場合は非課税,個 人段階 での受取分は,15%の源泉徴収
税を徴 収 した後総合課税 され るが,そ の際二重課税 の調整を 目的 とした 「配 当
控除制度」があ る。また源 泉分離選択 課税制度が あ り,その税率 は25%である。
配 当控除制度 は,配 当所得 を上 積み どしてその他 の所得 と総 合 して課税す る
際に,課 税総所得金額 が1,000万円以下の場合,配 当所得 の10%,1,000万円
超 の場合 には,5%を 税額控除す るとい うもので ある。また,有 価証券か ら生
ず るキ ャピタル ・ゲイ ンは個人段 階で は非課税化 され てい る。
(3).
そ こで次に この ような制度の在 り方が税 負担 の公平 にいかな る効果 を もつか
をみてみ よ う。
まず,個 人の受取配 当が,配 当控除制度 を ともな う総合課税に従 う場合 の税
負担 率 九 を,筆 者 は,次 式 で表わす ことにす る。
td=c+r(1-c)彦、-r(1二c)∂
??
(ただし,εは法人実効税率,夕 は配当性向,ち は第 ゴ階層に属する個人の 限界所得税
率,∂ は一定率の配当控除率を示す。)
この負担率が ち ょうど個人所得税 率に等 し くな るには次式が成立 しなけれぽ
な らない。
z`=オ4
=c十r(1-c)ti--r(1-c)∂
??
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全額配当 を仮定 し(r=1),(2)式を整理す ると
∂一等 詰)(・)
とな る。(3)式か らは,∂ はtiが 高 くなるにつれて逆に引下 げ られねぽな らな
いことが 明 らか とな る。 したが って,(3)式の固定率の ∂ はtiに対応 したd↓*
に変 え られ,
d、*_・(1一の(3)t1-o
とな らなければ な らない。 この よ うな構造を もつ場合にのみ,こ のタイ プの配
当課税 の負担 率は所得税 率に等 し くなる とい うことである。
ところがわが国 の配 当控除率 は第1表 に見 られ る ように現在,総 所得1,000
　 　 　
万円を境 と して10%と5%の 二段階ではあ るが,一 定率 とな っている。 したが
って,当 然 の帰結 として二重課 税の調 整効果 は,低 所得層には薄 く高所得層に
は厚い とい うことになろ う。
この不公平 な調整 は第2表 に よ り具 体 的 に示 第1表 配当控除率の推移
されている。 た とえば年 所得300万円の株 主 が
その持分,粗 法 人利 潤100につい て 負 担す る税
額は,法 人段 階 と個人段階を合計 した46.62から
配当控除額 を さ し引いた もの で あ る。 本 来の所
得税率tiは21%で あ る か ら,こ の配 当控除額
D,*は25.62でなければな らず,こ れを 受取配
昭和 年隔惚 高o當
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
??
?
?
?
?
?
?
?
?
「』
　
15%
25
30
10
7.5
5
当額Aで 割 った必要配当控除率d,*は42.6%でなければ な ら な い。が現実
の瓢 率 ∂は・・%であり・ 二醐 税の排除された舗 素 は24%弱にすぎな
い。他方,8,000万円以上 の所得階層では1)i*はわずか4.09で,d`*も6.8%
である。 した が って5%の 現行控除率 の下で も73.5%もの二重課税調整率 とな
る。
このような不公平な調整は配当控除率がより高い水準にあった過去の年度に
は一層顕著である。第3表 をみれば,30%の控除率の場合に最高所得層の二重
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第2表 必婁配当控除率と現実配当控除率の比較(昭 和49年分)
所得階層
|
Il皿1班 巨lvlwlvalw
万円
60以下
60超
120〃
180〃
240〃
300〃
400〃
500〃
600〃
700〃
800〃
1,000〃
1,200〃
1,500〃
2,000〃
3,000〃
4,000〃
6,000〃
8,000〃
所 得
税 率
``
株主 の所
得税 負担
ノ1・z`
法 人
所得税
c
%
10
12
14
16
18
2ゴ
24
27
30
34
38
42
46
50
55
60
65
70
75
6.1333.99
7.2233.99
8.4233.99
9.6233.99
10.8233.99
12.6333.99
14.4333.99
16.2433.99
18.04
20.44
33.99
33.99
22.8533.99
25.2633.99
27.6633.99
30.0733.99
33.0733.99
36.0833.99
39.0933.99
42.0933.99
45.1033.99
株主税
負担計
A・ti十c
40.12
41.21
42.41
43.61
44.81
46.62
48.42
50.23
52.03
54.43
56.84
59.25
61.65
64.06
67.06
70.07
73.08
76.08
79.09
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
30.12
29.21
28.41
27.61
26.81
25.62
24.42
23.23
22.03
20.43
18.84
17.25
15.65
14.06
12.06
10.07
8.08
6.08
4.09
%
50.09
48.58
47.25
`45.92
44.59
42.61
40.61
38.63
36.64
33.98
31.33
28.69
26.03
23.38
20.06
16.75
13.44
10.11
6.80
配 当
控除率
互
%
10
10
10
10
10
10
10
10
10
10
10
5
5
5
5
5
5
5
5
?
?
?
?
??
%
20.0
20.6
21.2
21.8
22.4
23.5
24.6
25.9
27.3
29.4
31.9
17.4
19.2
21.4
24.9
29.9
37.2
49.5
73.5
備 考(1)税 制 調査会 『長期税 制の あ り方に つい ての答 申及びそ の審議 の内容 と経過 の説 明』48年,140頁,第83
表を49年分の所 得税率,法 人 税率,配 当控除率 で筆者が 計算 し直 した もので ある。
② 個人 所得 お よび配 当所得 に対す る税額 はそ の所 得を上 積所得 として計算。
③Aは 配 当(分 配)可 能 額で,税 込 法人所得 を,100とした時の法 人税負担 額Cと 住 民税負 担額C'を 差
し引 いた金額 。そ の算 出式 は
ノ雪[一←{0.3/1十(100-A)0.4〕{1十〇.173}=二leO
(ただ し,蔑1当分 法人税 率30%,留保 分法人税 率40%,標準税率 による法人 住民税率17.3%を用いた)
か くして,課 税前 ・配 当 前法人 利潤を100とす れば,A=60.13,c=33.99,et=5.88となる。
課税排除率は156%,7.5%の控 除率の場合 で も,102%ない し123%であ る。こ
の よ うな100%を超え る調整率 は配 当控除制度 の創設以来,27年,32～36年を
除く期間を通じて最高所得層についてみられるが,最低所得層の場合には全期
間を通じて調整率は低水準を示している。このことは配当控除制度が所得階層
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第3表 二重課税調整率の推移
1
～
年 度
昭和
25
27
28
30
32
33
36
37
39
40
41
43
44
法人税率
配当控除率
d
%%
3525
42
42
40
,40
38
38
(配当28)
38
(配当28)
38
(配当26)
37
(配当26)
35
(配当26)
35
(配当26)
35
(配当26)
25
25
30
1千万円
以下20
超10
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
15
7.5
15
7.5
15
7.5
15
7.5
15
7.5
15
7.5
所 得 税 率
(A:最 低,B:最高)
K20%
B55
20
55'
?
?
ー
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
‥
?
?
??
??
?
??
?
?
??
??
?
??
?
、
9.5
75
?
?
?
??
必要配当控除率
ば`*
43.07
24.23
61.71
30.35
66.18
22.60
60.79
19.21
64.94
15.05
59.24
13.73
43.66
10.13
44.77
7.33
41.57
6.80
40.85
6.56
39.19
6.08
38.70
6.08
38.46
6.07
二重課税調整率
百*∫
58.0%
103.2
40.5
82.4
'
37.8
110.6
49.4
156.3
30.8
66.4
33.8
72.8
45.8
98.7
33.5
102.3
36.1
110.3
36.7
114.3
38.3
123.4
38.8
123.4
39.0
123.6
備考(1)税 制 調査会 『長期 税制のあ り方 につ いて の答申及 びその審議 の 内容 と経過 の説明』43年.124頁,48表
お よび 同48年140頁,83表よ り作成。
②27年 以降 の必要 配 当:空除 率は,配 当(分 配)可 能額の計算 上は法 人住民 税を考慮 す るが,個 人 住民税 は
無 視 して算撫 されて い る。
捌に異なる影響を及ぼしていること,と くに高所得層に優遇的効果を与えてい
ることを明らかに証拠づけるものといわねばならない。
}
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また,配 当控除率 の変更に際 しては本来,(3)式カミ示す よ うに所得税率の引上
げ時にはそ の引下げが,法 人税率の引下げ時に はそ の引下げが対応 しなけれぽ
な らな いはずであ る。ω しか し,第3表 にみ られ るよ うに30年以降の控除率引
下げは,こ の よ うな照応関係を必ず しも伴 っていず,む しろ この制度の もつ高
所得層優遇的傾 向への批判が,引 下げを促進す る要 因 とな った よ うに 思 わ れ
る。 ・
次に源泉分離課税 を選択 した場 合の税負担率 τ、をみ よ う。 い ま源泉分離の
際の税率を5と すればt,は
t、==c+r(1=c)§ ④
となる。この場合の負担率が個人所得税率と整合性を保つには,・全額配当を仮
定しrを1と すれば
ti=c+(1-c)三
?
?
?
?
?
??
??
(5)
(6)
であ るか ら,所 得税率の上昇 とともに分離税率は引上 げ られなけれ ば な ら な
い。 しか しなが ら現 行のそれは25%の一定率であ るか ら,高 額所得層ほ ど優遇
課税 され る制度 であ ることは明 らかであ る。
それ では分離 課税 と配当控除制度を と もな う総合課税 とでは,い ずれが より
不 公平であ ろ うか。い ま第2表 と同 じ前提 に従 って,源泉分離課税 を選択 した場
合の税 負担率t、 を算 出すれ ば,法 人税c=33.99に分離税15.03(配当可能額x
分離税率一6。.、3。0.25)を加えて49.02(%)が得 られ る。 これ を第2表 の噸
か ら控除を さし引いた 負担 率tdと 比較す ると,800万円の 階 層の46.84%と
1,000万円の階 層の54.25%との中間にあ ることが わ か る。 し た が って ほ ぼ
1,000万円の所得階層以上で は,分 離課税の選択が よ り有利であ り,所 得税率
が49%を超 える1,500万円以上 の階 層では確実 に税負担 の軽 減が約束 され る。
(4)
ところで以上にみて きた効果 は配当性 向100%の仮定 の下 での ものであるか
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ら,配 当性 向が低 くな るほ ど,不 公平は一層顕著 と な ろ う。い ま(1),(4)式の
グをゼ ロと置 き全額留保を仮定すれば,
td=C (1)'
ts=c (4)'
となる。法人利潤全額が留保 され るとき,留 保利潤税 もキ ャピタル ・ゲイ ン税
ももたないわが国では,税 負担率は法人税 に等 しくな る。 よ り一般的 には(1)t,
ω'式か ら,配 当性向 夕が低下す るにつれ て税負担 率 ん,ノ,は一層低下 し,株
主の課税上 の優遇が著 しくな ることがわ か るであ ろ う。
か くして以上 の考察 か ら,わ が国の配当課税におけ る二重課税の調整措置は
極めて不 十分か つ不完 全であ り,高 額所得層の税負担 軽減 と低額所得 層の二重
課税の未解決 とい うア ンバ ランスを もた らしてい ること,そ の上 に留 保利潤 の
顕著な優遇が加わ って,キ ャ ピタル ・ゲイ ン非課税が これを支 えてい ること,
したが って株式所有に もとつ く所 得が著 し く優遇 され,所 得税の累進 構造 の効
果をゆがめてい るであろ うことが明 らか となった。
ところで この よ うな不 公平 の是正は,い かな る所 得階 層 の株主 もそ の株式保
有か ら発生す る全所得 について,そ れぞれの累進所得税率 に従 って課税 され る
とき,は じめて達成 され る。そ してま さに この方 向に沿 う1つ の税制 が 「ヵ一
ター ・統合 プ ラン」の提案であ る。そ こで次に カーター ・プランをみ て置 くこ
とに しよ う。
(7)イギ リスは1965年以後,旧 来 の擬制説的税制か ら実在説的税制に一転 して,個 人
所得税 とは全 く独立の法人利潤税 を採用 し,二 重課税 を調整 しないたてまえに変 っ
た。現在 は,52%の法人税が留保 と配当に等 しく課 され る。ただ し配当支払時に,
支払配当額の爵 を予納 し調 壌 階では顛 脳 額 ・その一器一を課税卵 ・L・
算出税額から・麺 配当額の昔 罐 除す・ 「・・ピ・テーシ・ン斌 」を採・て
いる。(日本租税研究協会 『税制研究参考資料集』昭和49年参照。)
く8)この ような課税法 と して林教授は,「 配当額」を配当分配率によって 「個々の株
主に帰着すべ き会祉利潤の持分」 に換算 し,こ れ を個人の他の所得 と総合 して課税
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し,法 人税額 を控除す る方式を提案 され てい る。
す なわ ち,受 取配 当額をD,法 人税率をC,課 税 前法人所得に対す る留保 率 を
α,個人所得税率を 右 とすれば,課 税前,配 当分配前 の株主 ゴの会社利潤持分 君
は・PF一式 一め 一殿 算出・れ・・ したが・て個人駆 の税負担額T・V・
Ti-Pか 恥 離 蔑 音 ・な… の拭 畷 にみるカーター方式・融 立
に提案 されているが同 じ効果を もち,配 当額か ら直 ちにPiが 算出され る点で よリ
ブラクテ ィカル といえ よう。(林栄夫 『財政論』1968年,322-323頁参照。)
(9)わが国では現在同族会社 の内部留保に加算税 としてかかる留保税が これに該当す'
る(10,15,20%の3段階 の累進税)。一般法人につ いて も,26年までは,そ の留
保 部分に特別税が課 されていた(50万円以上の積立金について2%)。
㈹ シャウプ勧告によって設定 され た配当控除率は25%であった が,こ れ は,法 人
税 率35%,個人所得 の最高限界税 率55%から算出された ものであ る。 すな わ ち,
d--9S(ilif{1'i
.ti)r-・れ らの数 値 を投 入す る ・d-24・23%と な る・ この ・ うに 当初の1
25%配当控除率は最高税率を基準 とした理論上 の必要控除率に一・致、して い た の で
あ る。
IVカ ー ター統合プラ ン
(D.
カナ ダの カーター ・コ ミッシ ョンに よるプランは,⑪ 支払能 力課税 の原則を
重視 して,個 人間 の税 負担上の公平を徹底的に追求 七 ドラステ ィ ックな税制
改革 を提示 した ものであ る。そ こには明 らかに法 人擬制説 の立場 を前提 とした
公平へ の志 向が認め られ るか ら,わ が国の税制のあ り方 を検 討す る際 に も有効
な手がか りとなるはず であ る。それゆえ,本 稿 での議 論に関連す る限 りにおい
て,「 プラ ン」 をみ てお こ う。 「プラン」は,水 平 的公平 と垂直 的公平 との観
点か ら所得税 の改革 を中心に据え,所 得全般についてその増加分(dccretion)
が把握 され るべ き もの としてい る。すなわち,そ れが労働 の結果 であ るか不労
所得で あるか を問わず,ま た定期的所得か否か,予 期 された所得か否か,現 金
所得か帰属計算上の所得か,実 現 した所得か未実現所 得であ るか,あ るいは要
素所得か移転所得か を問わず,あ らゆ る所 得の増加分 が とらえ られ課税対象と
され る。
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その結果,従 来の税制の下での租税構造一 一方で高い累進性の外観を示す
とともに,他方で所得種類別に異なる税率を規定し差別的優遇課税 を許 して
いた一 は,二重の意味で改善されることになる。第一に税負担の水平的公平
化がもたらされ,た とえば同額の賃金所得と利潤所得とは課税上,全 く等しい
取扱いに従 うことになる。第二に所得税のタックス・ベイスが極あて包括的に
なるため,従前の税収水準を維持するのにより低い税率の適用で足 りる。した
がって,名 目上の高累進性は引下げられ,しかも実質的公平は改善され うるで
あろう○
(2)
つぎに配当所得および未分配利潤に対する課税上の改善策をみよう。カータ
ー・プランは法人擬制説の立場から,法人利潤が配当であると未分配利潤であ
るとを問わず結局個人株主に帰属すると考えるから,両部分をともに個人所得
税率に従うべきものとする。
そのような課税にともなう具体的な手続きは,次のとおりである。まず法人
税率を個人所得税の最高限界税率にセットする(プランにょる提案ではso%)。つ
　 　 　 　
ぎに個人株主が受取る配当額から法人税込の配当額を算出し,さらに留保利潤
部分も同様にグロス ・アヅプ方式で個人に帰属計算する。この両部分に対して
個人の所得税率で累進課税が行われ税額が算定されるが,この税額からは法人
段階で支払われた税額が全額控除される。したがって法人税率と等しい所得税
率をもつ最高所得層の株主は何らの調整も必要としないが,その他の所得層で
は税の還付を受けることになる。
かくしてこの方式のもとでは,配当部分も留保部分も個人所得税率で完全に
調整されて課税され,垂直的公平は大きく改善される。
(3)
G.F.ブ レイクに従って,この新案税制の下における税負担関係と,従来
の税制の下におけるそれとの比較をみよう。働
ブレイクのとりあげる合衆国の現行税制は,第`番 目の所得階層 に属する
株主にかかる実効税率 θ`は次式で示される。
ぐ
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e・-c+ti(1-c)r+丁〃'Z・(1-・r)(1-c)⑦
(ただし,Cは法人税実効税率,tiは第i階 層の個人限界所得税率,re31配当 性 向,
が は 彦年後の実現時点において支払われるキャピタル ・ゲイ ン税の割引因子である。)
(7)式の第1項cは,個 人の株式持分にかか る法人税 負担を表わ し,第2項
ti(1-c)rはその中の個人 受取配 当について個人所得税率 で調整 した 追加納税
分を示 している・第 領 丁 がτ・(・一・)(・一・)は溜 保利潤時 しい キ ャピタ・レ・
ゲイ ンが将来発生 し実現す る として,そ の時点で 負担すべ きキ ャピタル ・ゲイ
ン税の現在 価値を表わす。
い ま法 人利潤 の全額配当を仮定す れば,r=1で あ るか ら(7)式は次 の よ うに
な る。
r=1の とき
ei(D)=c+ti(1-c)
=・ti十c(1一め (8)
ei(D)>tiであるから,この税制の下では配当所得にかかる実効税 率が個人所
得税率を上回っているといえる。
つぎにすべての法人利潤が留保される場合をみれぽ,r=0であるか ら次式
が得られる。
r=0のとき
・・(σ)一・+丁 〆彦・(・一・)・(・)
留保利潤を背景 として生ず るキ ャ ピタル ・ゲイ ンが直 ちに実現 され るもの と
仮定すれば,vt=1であるか ら,(7)式は次 の ようにな る。
r=O,vt=1のとき
el(σ)一・+Tr・(1--c)・ ⑩
明 らか}Zei(U)〈el(D)であ るか ら留保利潤 よ りも配当部分が よ り重課 され
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てい るといえ る。
しか も,高 所得層の株主はキ ャ ピタル ・ゲイ ン税を回避 して,キ ャピタル ・
ゲイ ンを未実 現の ままに置 く可能性 もある。 この とき,(7)式の第3項 はゼ ロと
な り,全 額留保の仮定の下では,ei(U)=cとな る。 この ことは,高 所 得者 の
所得税率tlが 多 くの場合に法人税率Cを 上 回る ことと考 え合わせ れば,高 所
得層の優遇 を意味す る。 この よ うに従来の税制の下では配当性 向が 異なるに し
たが って,異 なる税 負担を負 うことにな り,極 めて不完全で コンシステ ンシー
を欠 く制度 といわ なけれぽな らない。
他方,カ ーター ・プランの下 では,配 当部分 も内部留保部分 も等 しく個人所
得税率 ち で課税 され る よ う配慮 されてい る。
まず法人段階で,個 人所得税 の最高限界税率に等 しい法人税率に よる個人所
得税の源泉徴 収が行われ る。各株主 は現実の配 当額Dか ら法人税込 の配 当額
D,を,グ ・ス ・ア・咽 子f← 占,)に よって算出する・法瑠 保利潤Rも
各株主に帰属させて通告訊 そのグ・ス・ア・咽 子 ∫(11-c)によって法
人税込の持分R'に 修正 され る。このDiとRtの 合計が個人所得に合算さ
れ税負担額が算出されると,これから法人段階での源泉徴収税額が 控除 され
る。⑬いま法人段階,個 人段階を通じての税負担総額を πヵ とすれぽ
Tcp=cP+(ti一の(Df+Rf)
一・P+(t・・-c)(鑑+鑑) 、
-cP+(ti-・){P'(1-c)±告 凶(1ゴ)司
??
=t,P
(ただ し,Pは 法人利潤,D,Rは それぞれ法人税 引の個人受取配当と未分 配利潤の個
人持分を表わ し,D=Pr(1一の,R==P(1--c)(1--r)である
であ り次の結果 が成 立す る。
r=1の とき π ρ=あP
r=Oの ときTcP=t《P
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1≧r≧0のとき 範 ρ=ノ`P
したが って法 人利 潤が全額 配当 され る場合 も,全 額 が企 業内に留保 され る場合
も,い かな る配当性 向が とられ る場合 に も,法 人 ・.個人段 階を通 じての税負担
は 堀)で 等 しくな る。
(4)
この方式を留保課税についてみ ると,従 来,留 保利潤税の代替的役割 を果 し
ていた キ ャピタル ・ゲイ ン税に比較 して,い くつか の点で とくに優れてい るこ
とがわ か るo
従来 のキ ャ ピタル ・ゲイ ン税は留保利潤が株価 に正確に反映す る 場 合 に限
り,留 保利潤税 に代替 し うる課税法 として有効 であ る。 しか し,キ ャピタル ・
ゲイ ンが実現 され る時点 まで課税 は延期 され るか ら 冒ックイ ン効果 を もち,未
実 現の場 合には課 税で きない とい う'ディメ リッ トを もつ。
他方,カ ーター ・プラ ンの新税制 では,留 保部分は法人利潤の段階 で全額が
遅滞な く課税 され,納 税延期や税 負担 回避 の抜け道は消滅す る。 これ をキ ャピ
タル ・ゲイ ンの側か らみれば,留 保を反映 した キ ャピタル ・ゲイ ンはその根源
で課税 され,未 実現 ゲイ ンも課税の対象に加え られ る ことにな る。
ところで この システ ムでは,株 価が留保利潤 を上 回 る場合,タ ックス ・ベイ
スとして把 握で きない。そ こで カーター ・プラ ンでは,こ の よ うな ゲイ ンを留
保性 キ ャ ピタル ・ゲイ ンと区別 して,グ ッ ドウ ィル ・ゲイ ンと呼び,株 式の売
却や譲渡 に よって実現 した時点 で これ に課税す る。⑭ また この ゲイ ンが負 とな
る一 株価が留保利潤 を下 まわ る一 場合の グ ッ ドウ ィル ・ロスは,実 現分に
ついて控除の対象 とな る。
か くして カーター ・プラ ンの下 では,個 人所得税 と法人税 との統合 に よって
配当お よび留保利潤は,個 人持分 に したが って累進的所得税率で課 税 され るこ
とにな り,法 人擬制説の立場か らみ る限 り税 負担上の不公平は改善 され うる。
(5)
ところで この よ うな公平効果は,ひ とたび転嫁の問題が入 り込んで くる と崩
され て しま う。それは旧税制下 において短期転嫁が存在 していた場合,新 プラ
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ンへの移行 時に転嫁が と り除かれ価格が引下げ られ るな ら,移 行前 あ税 引利潤
と移行後 の利潤 とは等 しくな る。が価格が引下げ られないな ら,移 行後,株 主
にキ ャピタル ・ゲイ ンが発生 し新たな不公平が生ず ることになるか らである。
そ こで カーター委 員会 は,プ ランの導入に際 して,旧 税制下 で存在 していた
転嫁がそのイ ンセ ンテ ィヴを失 って逆転す る 「転 嫁の逆転 」(reverseshifting)
を促進す る よ うな統合技 術の採 用を重視す る。
しか しなが ら,マ ス グ レイ ヴも指摘す る とお りそ の ような逆転の生ず る可能
性 は うす く公平はか えって悪化す るか もしれ ない 。臼 企業を デ ィシジ ョン ・メ
イキ ングの単位 としてみれ ば,企 業の利 益は必ず しも株主 の利益 と一致す ると
は限 らないか らであ る。すなわ ち,経 営者 は価格政策や投資計 画に際 して法人
レベルで徴収 され る税を控除 した 「税引利 潤」を基 準に置 くであ ろ う。 したが
って,プ ランが形式的 な法人税 率の引 上 げ を 伴 うな ら,プ ランの導入は 「逆
転」 よ りも,む しろ転嫁の促進の イ ンセ ンテ ィヴになる と考 える方 が よ りプロ
ージプル といえ るであろ う。そ うだ とすれば,統 合 プランの導入後,旧 税制下
での転 嫁がひ きつづ くばか りでな く,新 た な転嫁の可能性 も加わ るか もしれな
いo
委員会 は この短期的転 嫁 よ りも,む しろ,「 長期的転嫁」の影響に注意 を払
ってい る。 これは法人税課税 のイ ンパ ク トが,純 収益率の低下を通 じて法人部
門か ら非法人部 門へ と資本流 出を促 し,そ の結果,法 人税負担が非法人や時 に
は労働者に も波及す る とい うハ ーバ ーガー型 の転嫁であ る。㈹
新税移行後,法 人 ・非法人部 門の間で純 収益率へ の税の影響が 中 立 化 すれ
ば,資 本は法人部 門へ逆流 して税負担 の不 公平が と り除かれ ると委員会 は期待
し,転 嫁 の逆転 を促進す る統合技 術を要 求 している。
長期転嫁 は,(a)「法人部 門への課税 または増税一 価格調 整一 需 要 減 退
ニ ー非法 人部 門へ 資本 流出」の コースと,(b)「法人部 門へ の課税 ま た は 増 税
一 収益率低下 一 非法人部門へ資本流出」の コース とが考 え られ る。(a)コー
スは価格引上げが資本流 出を もた らすほ どに需要を減退 さ せ る 場 合 であ り,
(b)コースは,価 格 引上げ に よる転嫁が不可能 な場合であ る。 したが って,(a),
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(b)はともに増 税分の短期転嫁が困難な企業に見いだ され る 「意図 しない転嫁」
といい うるであろ う亀%,
この ような長期転嫁が存在 してい る とき,カ ーター ・プラ ンの導入に よって
この部 門 と非法 人部 門の税 負担の格差が明 らかに と り除かれ るな ら,資 本は法
人部 門に還流 し,転 嫁の不公平 な影響 は排除 され うるであ ろ う。
ところが両部 門の収益率 を比較す る際 に,企 業 ない しその経営者 は法 人 レベ
ルで徴収 され る税 負担を控除 した収益率 を基準 に置 くか もしれない 。 この場合
には,法 人 と非 法人部門 との間には依然 と して収益率に格差が存在す る と受け
とられ,資 本の還流 は生 じないであ ろ う。む しろ,こ の場合には プラ ン導入に
ロ
伴 う形 式上 の法 人税率引上 げが,一 層の資本流出 したが って長期 転嫁を促進す
るか もしれ ない。
以上 の考察か らみ る限 り,短 期的転 嫁のみな らず 長期的転嫁 の逆転(卿 θ鶴
蛎棚 〃g)も十分 には期待で きない。 そ して この点 こそが,恐 らくカー タ ー 委
員会 の危倶 した通 り,個 人 の税 負担の徹底的公平を達成す るはず の プラ ンの ウ
ィーク ・ポイ ン トの1つ であ るといえ るであ ろ う。
⑪Ca「te「Commission,RePortoftheRoyalCommissienonTaxation,1966.ヵ
ナ ダ政 府 は1962年にK.LeM.Carterを会長 とす るroyalcommissionontaxation
を設 けた が,こ れ はそ の報 告 書 で あ る。 全6巻 の うち,こ こで は 第3,4巻 の 「所
得課 税」 を と くに4巻 のB,C部 を 中心 に と り上 げ た 。
⑫(}.F.Break,IntegrationoftheCorporateandPersonalIncomeTaxes,
NationalTax/oecrnal,March1969,PP.39-56・
⑬ こ の課 税 方 式 は林教 授 の提 案 され た 課税 方式 に 等 しい(注8参 照)。 た だ税 額算
定 の 手続 が 若 干異 な り,林 方 式 は カー タ ー方 式 の(」Dノ十R')を 配 当分 配率(1--c一
α)を 用 い てDか ら直 接 算 出 す る点 で よ り簡 潔 と思 われ る。
⑭ カー タ ・一・プ ラ ンに お け る キ ャ ピタ ル ・ゲイ ソGと 留 保 性 キ ャ ピタ ル ・ゲイ ソ
Grと グ ッ ドウ ィル ・キ ャ ピタル ・ゲ イ ンGgと の関 連 を ブ レイ クの 定式 化 を用 い
て みれ ば,
G=Gr十Ge
Gr=U
(ただ し,σ は法人留保利潤 または未分配利潤を示す)。
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し た が っ て,Grに つ い て は 留 保 利 潤 σ に 課 税 し,Ggに つ い て は 実 現 時 点 で
課 税 し,キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ンGは 全 額 課 税 と な る 。
⑮R.A.Musgrave,TheCarterCommissionReport,Canadian/ournalofEco-
nomics,SupPlement,No.1,Feb.1968,PP.163-166.
⑯A.C.Harberger,TheIncidenceoftheCorporationIncomeTax,ノournal
ofPoliticalEconom夕,Vo1.LXX,No.3,June1962,pp.215～240・
⑰ 拙 稿 「現 代 租 税 政 策 の 一 つ の 問 題 点 一A・C・ ハ ー バ ・一・ガ ー の 租 税 帰 着 論 に 関
連 し て 」 明 大 商 学 論 叢 第53巻 第7・8号,142-145頁 参 照 。
Vわ が国における法人擬制説的税制の有効性
(1)
今 までみて きた ことか ら,わ が国の配 当課 税に ともな う二重課税 の調整措置
は,カ ーター ・プラ ンの下 でのそれに比較 して極めて不完 全である ことがわか
る。両老が等 しく法人擬 制説 の立場に立つな ら,配 当お よび留保につ いての完
全な課税 と二重 課税の調整 とを志 向す る後者が,個 人 間の税 負担公平上,優 れ
た方策であ ることは指摘す るまで もない。
しか しなが ら,こ の プラ ンのわが国へ の適用は,わ が国の法人企業ない し法
人利潤 と株主 との関連等の実態 を十分に検討 してか らのことでなければ な らな
い。なぜな ら, 、「法人擬制説」 の成立 と 「法人税転嫁」の存在 しない こと,し
たが って二重 課税の事実 が存在す ることが,「 プラ ン」の有効性 を決定す る重
大な前提条件をなすか らで ある。そ こでわが国の法 人企業 の実態 と法人利潤の
帰属の在 り方 を考察 し,こ れにわが国の現行 税制お よび カーター型の擬制説 的
税制を適用 した場合の効果をみ ることに しよう。
(2)
わが国の法人企業数は,第4表 にみ られる よ うに昭和47年にお よそ103万社
(活動中のもののみ)に 達 した。 いま,中 小企業基本法 等の区分に従 って,資 本
金5,000万円を大企業 と申小企 業 との ボー ダーライ ンとすれば,約1.8万社(1.7
ソ
%)が資本金5,000万円以上の比較 的大規模 な企業 で,そ の所得 は法人所得総
額8,3兆円の うちの5.7兆円(67.9%)を占めてい る。 他方,残 りの101万社
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第4表 資本金階層別会社数と所得金額(昭 和47年分)
(462)
資 本 金 階 層 会社数(構 成比)
t
うち同
族会社(構 成比)
(1)500万 円未 満
(fi)500万 円 以上
(m)5,000万円 以上
(N)10億 円 以_ヒ
計
社%
810,797(78・9)
199,590(19.4)
16,365(1.6)
1,518(0◆1)
社%
794,401(80.02)
185,487(18.69)
12,300(1.24)
539(0.05)
所得金額(構 成比)
百 万 円%
878,788(10.8)
1,775,909(21.3)
1,365,973(16.4)
4,288,504(51.5)
ト ・28・27・(・・…)1992・727(・・・… 小32軌 ・74(・…)
備考(1)国 税 庁 『法人企 業 の実 態』 昭和47年分 よ り作成 。
(2)昭和47年2月1日 か ら48年1月31Hまでの間 に事業 年 度を終 了 した国 内普通法 人の うち活 動中の 会社 を
対 象 と して いる.`
〈98、3%)は資本金5,000
万 円未満 の 中 小 企 業
で,法 人総所 得のわず
か32.1%を分 け合 って
い る。 また,全 企業 の
うちの約99万社(96.5
%)が 同族 会社㈹ の形
態を とってい る。
した が ってわ が国の
法 人企 業は圧倒的収益
力を もつ少数の大企業
.と,多数 の中小企業 と
か ら成 る といえ よ う。
前者 では所有 と経営が
分離 し,後 者ではほぼ
一・致 してい る と考 えら
第5表 支払配当の構成(47年)
資 本 金 階 層
(1)
(9)
(皿)
α)
500万円未満
500万円以上
5,000万円以上
10億円 以 上
計
支払酷 額1
百 万 円
127,473
233,868
187,948
850,101
構 成 比
%
9.1
16.7
13.4
60.8
・・399・39・1 100.0
備考(i)国 税 庁r法 人企 業の実 態』4741沿よ り作 成・
第6表
所 有 者 区 分
株式分布状況(47年)
}株 式 数 已 成 比
政府及び地方公共団体
法人(外国法人を含む)
個 人(外国人を含む)
計
一一一}『一"手
株
388,062
97,472,294
47,916,160
145,776,516
x
O.27
66・86(款捌
32・87(えち捌
1・・…
備 考(1)大 蔵 省 『財政 金融 統計 月報』261号,1973、12.第16表よ り作成。
(2)対象 会社 は全国 上揚 会社及 び 資本 金1億 円以 上の非 上場会社 で3066
社。
れ るか ら,会 社数 だけか ら見 れば法人擬制説的税 制が妥当 といえ るか も しれな
い 。 しか し,第5表 でわ か る よ うに1.4兆円の支払 配当総額の うち,74%は大
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企業によるものであるから(もちろん,全額が個人に受け取られるのではなく第6表
に示す個人持株比率に従えばその約33%に当る),この側面から考える限り,擬制説
的税制の一般的妥当性はかなり疑わしいといわざるをえない。
また,法人税転嫁に関する研究およびその計測は,わが国でもまだ大方の同
意を得るほどの成果をあげていないが,古田教授の先駆的業績一4産 業につ
いての市場構造別転嫁モデルによる計測一 によれば,お よそ11%から50%の
転嫁度が検出されている。⑲ わが国の場合,少なくとも寡占的大企業について
は,転嫁度をゼロとみなすことはプロージブルではないと思われる。⑳
このようないわゆる 「企業の所有と経営の分離」および 「転嫁」のうち,い
ずれか一方でも見いだされる可能性があるとすれば,ブルな形態での二重課税
の存在を想定してその調整を配慮している税制は,意図しない結果をもたらす
ことになろう。
近年,税制調査会がしばしば二重課税の調整問題をとり上げてきたという事
実は,このような問題の存在を裏づけたものといえるであろう。
税制調査会は,株主が一般に配当課税を二重課税と考えず,む しろ配当控除
制度を恩典と受け取っていること,および配当部分にかかる法人税の大幅な切
下げにもかかわらず,配当率はほぼ安定していることを重視する。後者は企業
側に対するアンケートの結果一 経営者の約90%が配当軽課措置と無関係に増
減資を決定 したこと,また配当の損金損入制度の創設を仮定したとき,減税分
を増配のみにふりむけると答えたのは2%にすぎぬこと一 からも確認されて
いるo
これらのことから調査会は,わが国には,主観的にも客観的にも法人税を株
主が負担しているとい う二重課税の事実は認められないとし,法人企業の実在
説的態様と法人税転嫁の可能性を示唆している。㈲
(3)
このような実態が法人企業とその株主との関係の中に見いだしうるならば,
法人擬制説的税制の効果は意図しない結果を生ずるにちがいない。
まず企業の所有と経営の分離が進み,法人段階での税負担が一切個人株主に
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波及 しない場合 を 〔Aケース〕 として これを考察 しよ う。わ が国の現行税制 の
うち,配 当控除制度 を伴 う総合課税 をサ ブス ク リプ ト ー(d)で,源泉分離課税
を 一(S)で示 し,カ ーター ・プランは 一(C)で表わ そ う。
まず,A-(の ケースでの税負担 率をみれ ば,個 人株主の法人税 負担 は ゼ ロ
とな るか ら,次 の(1)式
td=c十r(1-c)ti-r(1-c)d
に お い て,e・・Oと す れ ば よい 。Lた が って 負 担率 は
td=r(ti-'tZ) ⑫
とな る 。 また,A-(,)ケ ー ス で は,
◆
t,=c十(1-c)元
に おい て,c=0と な るか ら
τ。=夕§ ⑬
が負担率 となる。
他方,カーター ・プラ ンの場合 のA.(e)ケー スで は,法人 レベルでの負担 と個
人 レベルでの税負担 が切 り離 され る結果,法 人税率はC,個 人株主は(ti-C)
の負担 とな る。 この ことは個人所得の最高限界税率に法人税率が セ ッ トされる
限 り,最 高所 得層での免税 と,そ れ以下の階 層での(為 一の の差 の還 付を意味
す る。 しか も,キ ャ ピタル ・ゲイ ン税 は,グ ッ ドウ ィル ・ゲイ ン税を除いて非
課税 とな る。Aの ケースの うちでA.(、)が最 も不合理 な税制へ と転落 す る こ
とがわか るo
次に この同 じ実在 的法 人の前提 に短期的転嫁が加わ る場 合を 〔Bケース〕と
してみ よ う。 この ときには個人負担 についてはAケ ースと同 じ結果 とな り,単
に法人 レベルでの負担がその転嫁 の度合 λ に応 じて軽減 され るに す ぎない・
すなわ ち,B一㈹,B-(、),B一ω の各 ケース ともにc(1-R)とな るが,個 人株
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主には影響はない。
第3に,所 有と経営がほぼ一致している企業において,転嫁が行われる場合
を 〔Cケ ース〕 と して考 え よ う。}
C.(のの負担率は,個 人 ・法人を通 じて転 嫁された分だけ軽減 され るか ら,1
td・c(1-2)+r[1--c(1・一 λ)]ti-一一r[1-c(1-Z)コ ∂
=c(1一 λ)+r(彦5-∂)[1-c(1一 λ)] ⑭
とな る 。
C.(。)でも同様 に して
彦、=c(1-2)十[1-c(1--Z)]rs ⑮
とな る 。
C-(。)のケ ース で は,転 嫁後,法 人 レベル で はc(1一λ)の 税 負担 とな るが,
個人 株 主 の レベ ル で は(オ`一の の 調 整 が行 わ れ るか ら,次 式 の よ うに な る。
t。=c(1・ 一一R)十(ti--c)
==ti-一一c2 ⑯
以上 の ζとを筆者が ま とめたのが第7表 であるが,そ の各 ケースを比較 して
みれば,二 重課 税が存在 し転 嫁が行われな い場合(基 本ケース)で は,カ ー タ
ー統合 プラ ンは株 主の全持 分に対 して,し か もいかな る配当性 向の下で も,ほ
とんど完 全に累 進所 得税率での課 税を実現 し うる合理 的な制度であ る。他方,
わが国の現行税 制は,留 保課税を含 まず高所得層ほ ど優遇 され るとい う不 完全
で不公平な制度であ る。
ところが,こ れに転 嫁の可能性 が入 り込 んで くると,前 者 は もはや個人間の
公平を約束 しない制度 へ と転 換 し,後 者 も転嫁度 に応 じて一層不 公平の幅を拡
げる。(100%転嫁を仮定すれば λ=1であるから,前者の負担は(ti-c),後者の負担は
夕④一互)および(rs)となる。)㎡ ㍑
所有 と経営の分離 してい る企業 にこれ らの制度が適用 され る場 合には,事 態
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第7表 わが国税 制とカーター ・プランとの配 当課税 の比較
ケ ー ス
基 本
ケ ース
A
ケ ー ス
B
ケ ー ス
C
ケ ー ス
負担者
現行税制での税負担率
配当控除制度の場合 一(d)
}
個人
法人
個人
法人
個人
法人
個人
法人
c十r(1-c)(ti-E)
r(ti-∂)
c
夕σ`一∂)
c(1-2)
}・(ユー A)+・('・一 房)[・一 ・(・一 λ)]
源泉徴 収分離課税の場合
一(s)
} c十(1-c)痔
?
?
グ§
c(1一λ)
}e(・一 λ)+[・一c(1一λ)]r9
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?ー
ti-c
c
ti・一一c
c(1--2)
}・・一 ・・
備考(1)基 本 ケー スは所 有 と経 営の未 分離の企 業で転嫁 の ない場合,Aケ ースは 分離,非 転嫁,Bケ ースは分 離,
転嫁,Cケ ースは未 分離,転 嫁 の場 合 を表わす.
(2)Cは法 人税率,rは 配 当性 向,tiはi階 層 の所得税 率,dは 配 当控除 率,Sは 源泉分離 税率,λ は転
嫁 度を示す 。
はなお悪化す る。 カーター ・プランの場合には,株 主は 負担 しない税の還付を
受 け,そ れ は不合理な補助金制度 とな って しま う。また,キ ャ ピタル ・ゲイ ン
税 もグ ッ ドウ ィル ・ゲイ ン税を除いて脱落す る。わ が国税制 も株主 に極端 な軽
減 税率を許す結果 とな り,高 額所得層ほ ど,留 保率が高いほ ど,優 遇 されるこ
とにな る。
(4)
か くしてこれ らの税制はわ が国の実情の下 では不合理な制度に変貌 し,意 図
しない マイナスの効果を もた らす といえ る。わ が国 の配 当課税,留 保ない しキ
ャ ピタル ・ゲイ ン課税に対す る批判の中には,不 徹底 な擬制説的税制へ の非難
が しば しば見 いだ され るが,以 上の考察か らもその 「徹底 」のみでは問題が解
決 しない ことが明 白とな った。
よ り合理的な税制た り得 るには,現 行の擬制説的税制の完全な形態へ の是正
とともに,所 有 と経営の分離 が進 んだ企業の株主に対す るいわゆ る 「実在説的
税制」の導入が不 可欠であ ることがわか る。
しか しこの 「実在説的税制」が 「擬制説的税制」 と必ず しも対立す る面ぼか
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りをもつものではないという点を指i摘しておかなければならない。それは法人
と個人との結びつきが実在的法人の下においても無視できないという側面にも
とついている。すなわち,法人利潤が法人段階で,受取配当が個人段階でそれ
ぞれ独立に課税されるべき場合にも,留保部分が配当より軽課されるなら留保
率が高められ,これが株価に反映 して株主にキャピタル ・ゲインとして取得さ
れうる。この点および個人大株主が企業の利益と密接に結びついている点に関
する限り,法人と個人との関係は実在的法人の場合も擬制的法人と異ならない
からである。
しかし,実在的法人の場合には企業内に蓄積された未分配利潤全体が,企業
自体または大株主の支配下に置かれ,も はやすべての株主の持分としての意味
が薄れてしまっている点は異なる。すなわち,企業と個人小株主との関係はこ
の面からみる限りほとんど断ち切られているといえる。したがってこのような
小株主に関する課税には 「擬制説的税制」は無意味であり,「実在説的税制」
の適用が妥当するであろう。
ところが企業が小株主との関係を稀薄化させるにつれて,大株主と企業との
関係は深められてゆく。企業と密接な結びつきをもった大株主は,課税上のア
ンバランスに応じて留保率の引上げを要請し,相対的に軽課される留保形態で
自己の持分を維持しようとするかもしれない。
　 　 　 　 　 　 　 　
また企業は,法人税負担を軽減すべく価格への直接的な転嫁のみならず間接
の 　 　 　
的な転嫁に努めるであろう。口 後者は税法の不備や租税特別措置法の優遇的取
扱い等を利用して,収益を縮小し費用を拡大して課税所得を過小に表示して税
負担の軽減をはかるものである。前者の転嫁が不可能な場合でも,後者は常に
志向されているといえよう。そこでいま後者のみを考慮するとすれば,これは
一方では企業の公表利潤の縮小を通じて配当分配分を減少させ,他方では支払
税額を減少させるから,結局,内部留保の増大 ・充実に帰結するであろう。
これらは,留保部分への支配権を握る大株主にとって,単なる未実現キャピ
タル・ゲインの増大だけではなく,企業内に蓄積した富の増大ないしその軽課
という意味をももつ。・
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このようにして企業課税に個人大株主が密接な利害関係をもつとすれば,公
平な個人所得課税の追求に際して,ただ単に個人所得税制の充実に努めてみて
もダその有効性は疑わしいといわざるをえない。
この場合にこそ,企業内での個人の富の所有形態をも捕捉しうるような 「法
人擬制説的税制」ないし 「法人税 ・所得税の統合」が必要といえるのではない
であろうか。ところでこのような企業はしばしば大規模企業であって,単なる
個人株主の集合体としての力量をはるかに越えた巨大な支配力と収 益 力 を も
ち,独 自の経済主体として存在 している。
したがってここに要請される 「擬制説的税制」には,個人間の徹底的公平の
ト
条件とともに,実在としての法人企業の収益力,担税力に相応した課税という
条件がつけ加えられなけれぽならない。このような 「税制」が実在的法人の下
での大株主に適用され,他の税制と十分に整合性を保つよう考慮されるとき,
ようやく株式所有にもとつ く所得への課税は垂直的および水平的公平をとりも
どすであろう。
⑱ 株 主 等 の3人 以下 お よび その 同 族 関係 者 が 保有 す る株式(ま た は 出資 者)の 合計
が,発 行 済 株 式総 数(ま た は 出資額)の50%以 上 に 相 当す る個 人企 業 的 色 彩 の濃 い
法 人 会社 で あ る。 そ の留保 所 得 は,個 人 所 得税 を 回避 して企 業 内に留 保 され た もの
とみ な され,留 保 税 が法 人税 に 加 算 され て い る。
⑲ 古 田 精司 「法人 税 帰着 の計 量 分 析一 市 場構 造 別 ・時系 列 モ デル:試 論 モ デ ル
ー 」 三 田学 会雑 誌 ,第62巻 第9号,8-25頁 。
⑳R.W.Kilpatrick,TheShort.runForwardShiftingoftheCorporationIncome
Tax,YaleEkronomicEssのys,Fall,1965.PP.355-420.拙稿 「独 占度 と法 人税転
嫁 一 独 占企 業 の一 つ の 市場 行 動」 明大 商 学 論叢54巻6・7・8号 参照 。
⑳ 税制調査会 『長期税制のあ り方についての答申及びその審議 の内容 と 経 過 の説
明』43年,113-131頁。同48年,132-144頁。
助 間接的転嫁については拙稿 「租税転嫁論 の再検討一 寡 占企業の法人税転嫁を中
心 として」 日本租税研究協会 『租税研究』285号,9-一:16H・を参照された い。
Wむ す'び
本稿は より公平な所得税制 の在 り方を究 明す るために,カ ーター ・プランを
令
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引き合いに用いながらわが国の所得税制をとくに配当課税を中心に考察してき
た。カーター・プランは個人間の徹底的な水平的 ・垂直的公平を追求した極め
て合理的な税制であり,そこに多くのサジェスションを見いだすこ とがで き
た。ただ,配当課税に関してはこれをそのままわが国に導入するには企業およ
びその株主の実情が適当でないことがわかった。
「プラン」との比較 ・検討から判明したわが国所得税制の累進構造を浸蝕す
る諸要因は,次のとお りである。
まず所得税全般について見れば,(1)個人に帰属する所得ないし所得増分のす
べてが必ずしもタックス ・ベイスに網羅されていないこと,{2)本来1課税の公
平を期 して導入されるべき所得種類別の差別課税が,む しろ担税力の大きい資
産所得を優遇する方向に逆用されている傾向のあることが問題である。したが
って総合累進の原則が著しく損われている点が指摘されなければならない。
次に配当およびキャピタル ・ゲイン課税についてみれば,(3)法人擬制説的税
制自体が極めて不備かつ不完全であるばかりでなく,(4)これを適用される企業
ないし株主の側の実情が,制度の前提する条件と必ず しも一致しないことが明
らかとなった。その結果高額所得層の株主が不合理に優遇され,垂直的公平を
歪めるに至っている。
㈲については二つの問題が挙げられる。第一は現行配当課税制度の下での配
当控除率と源泉徴収分離税率が一一定率に固定化されている結果高額所得層ほど
有利となることである。これらの 「率」が,各所得階層の累進的所得税率と整
合性を保った段階的 「率」に変えられることなしには,公平は期待できない。
第二は法人擬制説的税制をとる以上,配当および留保部分すなわち法人利潤
全体の調整が必要であるが,現行制度は不完全ながらも配当部分については調
整制度をもっているのに反して,留保部分については何 らの配慮もしていない
点である。留保課税の代替として用いられるキャピタル ・ゲイン課税も有効で
はない。したがって配当性向が低いほど,内部留保率が高いほどi税負担は軽減
く/
される結果となっている。
14)は法人擬制説的税制の有効性の問題である。もし所有と経営の分離が進ん
70明 大 商 学 論 叢(470)
だ実在的法人のもとで現行制度が適用されるなら,二重課税調整制度は一変し
て株式所有にもとつく所得を極端に優遇する装置と化すことになろう。転嫁が
存在する場合にも二重課税調整制度の有効性は歪められ,株主を優遇する結果
となろう。また,本稿は二重課税の調整問題に終始したが,確定申告不要制度
も極めて不合理な配当軽課措置であることは言うまでもない。
以上の点が真に改善されるとき,はじめて累進的所得税制に外観どおりの水
平的 ・垂直的公平効果を期待できるであろう。最後に,あ り得べき所得税制の
確立は他の税制,と くに法人税制とのコンシステンシイを考慮することなしに
は達成できないであろうことをつけ加えて置かなければならない。
